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（参考）電気通信紛争処理委員会の年次報告に関する参照条文 

○ 電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第十四条 委員会は、総務大臣に対し、総務省令で定めるところにより、

あっせん及び仲裁の状況について報告しなければならない。 

○ 電気通信紛争処理委員会手続規則（平成１３年総務省令第１５５号）

（あっせん及び仲裁の状況の報告） 

第三条 令第十四条の規定による報告は、国の会計年度経過後一月以内に、

当該会計年度中における次に掲げる事項についてするものとする。 

一 あっせん及び仲裁の申請件数 

二 あっせんをしないものとした事件及びあっせんを打ち切った事件の

件数 

三 あっせんにより解決した事件の件数 

四 仲裁判断をした事件の件数 

五 その他電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）の事務に

関し重要な事項 



 
 
はじめに 

 

 

 

本報告書は、電気通信紛争処理委員会令（平成 13 年政令第 362 号）

第 14 条の規定に基づき、平成２８年度における電気通信紛争処理委員会

の活動状況を総務大臣に報告するものである。 

 

平成２８年度においては、平成 28 年 12 月３日に委員５名が第５期（平

成２５年 12 月３日から平成２８年 12 月 2 日まで）に引き続き再任され、

委員会は第６期の活動を開始した。委員会においては、これまでの実績を

踏まえ、委員の専門的な知見を活かし、適正かつ迅速な紛争解決に向けて、

円滑な紛争処理活動に取り組んで参る所存である。 

 

また、電気通信事業者からの接続協議再開命令の申立てに係る諮問につ

いて答申 1 件を行うとともに、あっせん２件が処理終了となった。 

その他、事業者等相談窓口において、電気通信設備の接続や卸電気通信

役務の料金等に関する相談対応を２２件行った。 

 

さらに、紛争処理等を行う際の基礎資料とするため、関係事業分野の動

向把握、事業者間協議の実態調査及び電気通信紛争処理委員会の認知度を

向上させるための周知活動にも取り組んだ。 

 

本報告書では、第Ⅰ部に委員会の運営状況を、第Ⅱ部に紛争処理の状況

を、第Ⅲ部に委員会のその他の活動状況等を取りまとめている。 

 

 

 

 

 

 

平成２９年４月２６日 

電気通信紛争処理委員会 
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第Ⅰ部 委員会の運営状況 

第１章 委員及び特別委員の任命状況 

 

１ 委員の任命 

電気通信紛争処理委員会（以下「委員会」という。）は、電気通信事業、電

波の利用又は放送の業務に関して優れた識見を有する者のうちから、両議院の

同意を得て、総務大臣が任命する委員５名（任期３年）をもって組織される 

（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第１４５条及び第１４７条）。 

平成２８年度においては、委員の任期（３年）が満了したことに伴い、平成

２８年１２月３日に総務大臣より以下の５名が任命された（注）。５名全員が再

任である。 

また、平成２８年１２月９日に開催した第１６５回委員会において、委員の

互選により中山委員が委員長に、荒川委員が委員長代理に選任され、委員会は

第６期目の活動を開始した。 

【委員】                  平成２９年３月３１日現在 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

中
なか

 山
やま

 隆
たか

 夫
お

 

（委 員 長） 

弁護士 

中央大学大学院法務研究科

教授 

（元福岡高等裁判所長官） 

平成 28 年 12 月 3 日再任 

（第 1期：平成 25 年 12 月 3 日 

     ～平成28年12月2日） 

荒
あら

 川
かわ

   薫
かおる

 
（委員長代理） 

明治大学総合数理学部教授 

平成 28 年 12 月 3 日再任 

（第 1期：平成 25 年 4月 1 日 

～平成 25 年 12 月 2 日） 

（第 2期：平成 25 年 12 月 3 日 

 ～平成 28年 12月 2日） 

小
お

 野
の

 武
たけ

 美
み

 東京経済大学経営学部教授 

平成 28 年 12 月 3 日再任 

（第 1期：平成 25 年 12 月 3 日 

     ～平成28年12月2日） 

平
ひら

 沢
さわ

 郁
いく

 子
こ

 弁護士 

平成 28 年 12 月 3 日再任 

（第 1期：平成 25 年 12 月 3 日 

     ～平成28年12月2日） 

山
やま

 本
もと

 和
かず

 彦
ひこ

 
一橋大学大学院法学研究科 

教授 

平成 28 年 12 月 3 日再任 

（第 1期：平成 22 年 12 月 3 日 

      ～平成25年12月2日） 

（第 2期：平成 25 年 12 月 3 日 

     ～平成 28 年 12 月 2 日） 

注：本任命は、第１９２回国会において、平成２８年１０月２１日の参議院本会議及び平成２８

年１０月２５日の衆議院本会議で同意の議決を得て行われた。 
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２ 特別委員の任命 

委員会には、委員のほか、あっせん若しくは仲裁に参与させ、又は特別の事

項を調査審議させるため、総務大臣が任命する特別委員（任期２年）を置いて

いる（電気通信紛争処理委員会令（平成１３年政令第３６２号）第１条）。 

平成２９年３月３１日現在の特別委員は以下の８名である。 

【特別委員】 平成２９年３月３１日現在（五十音順） 

氏 名 役 職 等 任 命 日 

青
あお

 柳
やぎ

 由
ゆ

 香
か

 

横浜国立大学大学院 

国際社会科学研究院 

准教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

荒
あら

 井
い

    耕
こう

 
一橋大学大学院 

商学研究科教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

大
おお

 橋
はし

   弘
ひろし 東京大学大学院 

経済学研究科教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

加
か

 藤
とう

  寧
ねい

 
東北大学大学院 

情報科学研究科教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1期：平成 21 年 11 月 30 日 

～平成 23 年 11 月 29 日） 

（第 2期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 3期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

小塚
こ づ か

 荘一郎
そういちろう

 学習院大学法学部教授 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 2期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

近
こん

 藤
どう

   夏
なつ

 弁護士 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第 2期：平成 25 年 11 月 30 日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 

矢
や

 入
いり

 郁
いく

 子
こ

 
上智大学理工学部 

情報理工学科准教授 
平成 27 年 11 月 30 日新任 

若 林
わかばやし

 和
かず

 子
こ

 公認会計士 

平成 27 年 11 月 30 日再任 

（第 1期：平成 23 年 11 月 30 日 

～平成 25 年 11 月 29 日） 

（第2期: 平成25年 11月 30日 

～平成 27 年 11 月 29 日） 
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第２章 委員会の開催状況 

 

平成２８年度は、次のとおり１３回の委員会を開催した。 

 

会合 日 付 議 事 等 

第 159 回 平成 28 年 

4 月 20 日 

～22 日 

平成 27 年度年次報告の決定及び総務大臣に対する報告 

※文書による審議（注） 

第 160 回 平成 28 年 

5 月 19 日 

 ～23 日 

あっせん委員の指名について 

※文書による審議 

第 161 回 平成 28 年 

6 月 1 日 

株式会社ジュピターテレコムのケーブルテレビ事業用施

設の視察 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 162 回 平成 28 年 

 6 月 29 日 

1 スマートフォンの料金低廉化について 

2 あっせん事案について 

3 平成２７年度における事業者等相談の状況について 

4 ＭＶＮＯの事業者間契約に係る実態等調査の概要につ

いて 

第 163 回 平成 28 年 

8 月 30 日 

1 一般社団法人電気通信事業者協会について 

2 ＮＴＴ東日本の今後の展望について 

3 ドコモの事業概要と取組みについて 

4 ＫＤＤＩ事業の今後の展望と事業者間協議の状況につ

いて 

5 固定通信事業における今後の展望と課題及び事業者間

協議の状況等について（ソフトバンク株式会社） 

 

委員会の模様 
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会合 日 付 議 事 等 

第 164 回 平成 28 年 

10 月 25 日 
あっせん事案について 

第 165 回 平成 28 年 

12 月 9 日 

1 委員長の選任及び委員長代理の選任について 

2 あっせん委員及び仲裁委員対象者の指定について 

3 日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立てに

係る総務大臣からの諮問について 

4 あっせん事案について 

5 あっせん申請の受理について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 166 回 平成 28 年 

12 月 14 日

～15 日 

1 日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立てに

係る総務大臣からの諮問に関する手続について 

2 あっせん申請の取扱いについて 

※文書による審議 

第 167 回 平成 28 年

12 月 27 日 

日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立てに係 

る総務大臣からの諮問に関する審議について 

第 168 回 平成 29 年 

1 月 13 日 

～20 日 

日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立てに係 

る総務大臣からの諮問に関する審議について 

※文書による審議 

第 169 回 平成 29 年 

1 月 27 日 

1 あっせん終了案件について 

2 日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立てに

係る総務大臣からの諮問に関する審議について 

第 170 回 平成 29 年 

2 月 23 日 

1 ＭＶＮＯの競争環境に関するルールの最近の見直しに

ついて 

2 あっせん終了案件の公表について 

3 あっせん案件のケーススタディについて 

第 171 回 平成 29 年 

3 月 28 日 

1 あっせん終了案件の公表について 

2 平成２８年度年次報告案について 

3 電気通信紛争処理マニュアルの改訂について 

注：「文書による審議」とは、電気通信紛争処理委員会運営規程第２条第２項に基づく審議（招

集せずに行う委員会）をいう。 

委員会の模様 
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第Ⅱ部 紛争処理の状況 

第１章 紛争処理の概況 

 

委員会は、次の３つの機能を有している。 

① 電気通信事業者間、電気通信事業者とコンテンツ配信事業者等との間、 

ケーブルテレビ事業者等と地上基幹放送（地上テレビジョン放送）事業者と 

の間等の紛争に対し、「あっせん」や「仲裁」を実施すること（電気通信事 

業法第１５４条から第１５７条の２まで、電波法第２７条の３５及び放送法

第１４２条） 

② 総務大臣が、接続協定等の細目の裁定、業務改善命令等を行う際、総務大 

臣から諮問を受け、審議・答申を行うこと（電気通信事業法第１６０条、 

放送法第１４４条） 

③ あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等に 

ついて意見があれば、総務大臣に対し勧告を行うこと（電気通信事業法第 

１６２条） 

また、事務局に事業者等相談窓口を設けて、事業者間の紛争に関する相談や問

合せに対応している。 

 平成２８年度に行ったこれらの紛争処理の状況は、次のとおりである。 

なお、委員会の機能等については資料編の【資料１】、委員会設置以降これま 

での紛争処理の概況については資料編の【資料２】のとおりである。 

１ 紛争処理件数 

  平成２８年度に委員会が受け付けたあっせんの申請は２件であった。このう

ち１件は、あっせん委員による意見聴取及び調整を経て、あっせん案の受諾及

び両当事者の合意が成立したことにより解決した。残る１件は、相手方からあ

っせんを受諾しない旨の通知を受けたため、あっせんをしないものとした。 

なお、仲裁の申請はなかった。 

あっせん・仲裁の処理件数（平成２８年度） 

あっせん申請 処理終了 処理中 

２ ２ ０ 

 （解決        １） 

 （合意に至らず取下げ ０） 

 （あっせん打切り   ０） 

 （あっせん不実行   １） 
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仲裁申請 処理終了 処理中 

０ ０ 

      （仲裁判断    ０） 

０ 

 

 

２ 審議・答申 

平成２８年度中、総務大臣からの接続協議再開命令の申立てに係る諮問１件

について審議を行い、総務大臣への答申を行った。 

事 案 諮 問 答 申 

諮問第１０号 平成２８年１２月８日 平成２９年１月２７日 

３ 勧告 

平成２８年度中、総務大臣への勧告は行わなかった。 

４ 事業者等相談窓口における相談 

平成２８年度は、事業者等相談窓口において、２２件の相談及び問合せを受

けた（平成２７年度は３６件）。相談内容ごとの受付件数及び相談対応結果は、

次のとおりである。 

相 談 内 容 受 付 件 数 

①  卸電気通信役務の提供 １１件 

②  接続の諾否 １件 

③  土地等の利用 ３件 

④  その他電気通信に係る契約 ３件 

⑤  地上基幹放送の再放送に関する同意  １件 

⑥  その他 ３件 

計 ２２件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。 

 

相談対応結果 件 数 

①  あっせん等の申請があった ２件 

②  事業者間の協議等が進捗し解決した ０件 
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③  事業者間協議を継続することとなった １０件 

④  事業者の判断により、協議の継続等を行わない 

こととした 
０件 

⑤  手続に関する説明を行った ０件 

⑥  その他 １０件 

計 ２２件 

※ 同一案件に係る複数回の相談を含む。 
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第２章 あっせん終了案件の概要 

 

 平成２８年度に終了処理となったあっせん事案の概要については、以下のとお

りである。 

 なお、委員会設置時からこれまでの紛争処理終了案件の一覧については資料

編の【資料３】のとおりである。 

 

１ 平成２８年４月２５日申請（平成２８年（争）第１号）（卸電気通信役務の

提供に係る契約の締結等） 

（１）経過 

平成２８年  

４月２５日 Ａ社から、あっせんの申請。（⇒（２））  

２６日 委員会から、Ｂ社に対し、あっせんの申請があった旨の通

知。 

５月２３日 あっせん委員（小野委員、大橋特別委員及び近藤特別委

員）の指名。 

２４日 Ｂ社から、答弁書の提出。（⇒（３）） 

６月１０日 両当事者から意見の聴取（第１回目）。 

９月１５日 両当事者から意見の聴取（第２回目）。 

あっせん委員から、あっせん案（新たな卸契約の締結）の提

示。（⇒（４）） 

１６日 Ａ社が、あっせん案（９月１５日提示）の受諾。 

２３日 Ｂ社が、あっせん案（９月１５日提示）の受諾。 

１１月１８日 あっせん委員から、Ａ社に対し、あっせん委員の見解等を

書面により伝達。 

１２月２８日 Ａ社から、委員会に対し、残る事項（現行契約手数料の差額

の補填）についても合意が成立した旨の報告。（⇒（５）） 

あっせん終了。 

 

（２）申請における主な主張 

Ａ社はＢ社と業務委託や販売促進に係る契約を締結し、Ｂ社が提供するサ

ービスの販売協力を行ってきた。Ａ社は契約等に基づく「委託料」のほか、

タリフにより定める「業務委託手数料」を得ており、その実質的な手数料率
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はサービスを利用するエンドユーザー毎に定められていた。 

平成２７年１月、Ｂ社が提供するサービスの値上げを実施した際に、Ｂ社

からＡ社に対し、業務委託手数料の手数料率を全て同率に減額するとの通告

があり、Ａ社が協議を求めたにもかかわらず、手数料切り下げの契約条件の

変更についての交渉は一切なかった。 

その後、契約条件の変更についての交渉が行えない状況が続く中で、Ｂ社

から、従来の「委託方式」とは別に「再販方式」への契約変更の説明があっ

た。卸・再販売契約の詳細は不明であったが、Ａ社としては「委託方式」よ

りは「再販方式」の方が効率的と判断し、平成２８年１月にＢ社にその旨を

通知した。しかし、提案期日であった平成２８年３月１日を過ぎても契約条

件の詳細等が示されず、実質的な協議が進展しない状況となり、以下の事項

を柱としてあっせんを申請する。 

１．新たな卸契約の締結 

２．現行契約手数料の差額の補填 

 

（３）Ｂ社からの答弁書における主な主張 

Ｂ社はＡ社と契約見直しの交渉をしており、平成２７年３月にＡ社とは

「回収代行契約」として契約を整理すると合意があった。 

Ｂ社からＡ社への提案の中で、契約内容相応の手数料率及び当面の手数

料率について通知しているが、単なる手数料率の引下げではなく、Ａ社の

手数料額が減収となる変更ではない。 

平成２７年１１月、Ａ社から卸・再販売契約の提案について要請があっ

たため、当該契約書（案）を送付している。このように、Ｂ社としては交

渉は継続しており、一方的な通告や不対応で協議不調が継続していたとい

うものではない。よって、卸・再販売契約は遠からず締結されていたと考

えるが、本あっせんにより一層の早期締結に至るものと期待する。 

 

（４）第２回意見聴取及び提示したあっせん案の概要 

Ａ社のあっせんを求める事項である「新たな卸契約の締結」「現行契約手

数料の差額の補填」を分けて解決することとし、「新たな卸契約の締結」の

解決のために以下のあっせん案を提示した。なお、あっせん案を提示する

際、あっせん案のうち顧客等に対する損害賠償責任に関する契約書の条項

について言及する部分は、両当事者が現時点で受入れ可能と思われる内容

としているものの、必ずしも通例の記載にはなっていないとも考えられる

ため、Ｂ社において別途検討をすることが望ましいということについても
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言及した。 

また、「現行契約手数料の差額の補填」については、和解金の支払いとい

う形での解決を目指す方向とする旨、両当事者に確認した。 

 

（あっせん案） 

１ Ｂ社は、あっせん手続中の当事者間協議において合意した価格にて、

Ａ社に対し、卸電気通信役務の提供を行う。  

２ （卸提供価格の変更を行う場合の通知期限等に関する内容。） 

３ （高額利用案件が発生した場合の取扱いについて、個別協議の対象と

する条件及び高額利用案件解決までの期限等に関する内容。） 

４ Ａ社及びＢ社は、上記２及び３の内容に即した覚書を締結する。 

５ （卸・再販売契約書（案）の顧客等に対する損害賠償責任条項に関する

内容。） 

 

（５）主な合意事項 

   Ａ社とＢ社は、あっせん手続と並行して誠実に協議を重ね、和解金をＢ社

がＡ社に支払うことに合意した。 

 

 

２ 平成２８年１２月２日申請（平成２８年（争）第２号）（卸電気通信役務の

提供に係る料金等の見直し） 

（１）経過 

平成２８年  

１２月 ２日 Ａ社から、あっせんの申請（平成２８年（争）第２号）。 

（⇒（２）） 

２日 委員会から、エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式

会社（以下「Ｎコム」という。）に対し、あっせんの申請が

あった旨の通知。 

１４日 Ｎコムからあっせんに応じる考えはない旨の回答。（⇒

（３）） 

１５日 委員会から、両当事者に対し、あっせんをしない旨の通知。 

 

（２）申請における主な主張 

Ａ社は、国内外の通信事業者から再販目的で電話サービスを仕入れ、プリ

ペイドカードの形をとって国際電話サービスの提供を開始した。その後、Ｎ
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コム等の電話サービスをコールセンター事業者など着信課金サービス等の

需要家に再販する国内向けの事業も開始した。当該国内向け電話サービスの

再販事業に当たって、Ａ社は、Ｎコムとの間で特約書を締結していたところ、

ＩＳＤＮ回線の再販に係る特約書については、Ａ社に不利な内容となってい

たため平成２７年６月９日付けであっせん申請（平成２７年（争）第２号）

を行った結果、双方の話し合い等を通じ、同年１１月に基本合意に至ったと

ころである。その後詳細を決め、当事者間においてＩＳＤＮ回線に関する特

約書を平成２８年１月に締結した（今回あっせんを求める足回り回線がＩＰ

回線になっているサービスは含まれていなかった。）。 

一方、足回り回線がＩＰ回線となっているサービス（以下「ＩＰ電話サー

ビス」という。）に関しては、平成２７年３月にＮコムと特約を締結（以下「Ｉ

Ｐ特約書」という。）した。その後、Ｎコムからは、ＩＰ電話サービスは、こ

れまでＡ社で利用してきたＩＳＤＮ回線の後継となるサービスであるとの

説明があり、Ａ社としては、順次ＩＳＤＮ回線をＩＰ電話サービスに切り替

えていくことが必要であるという認識をもった。回線の切換えには、時間と

手間を要するので、折を見てＡ社からエンドユーザーにこのＩＰ電話サービ

スを説明し、早期の切り替えを要請してきた。 

そうした中で、平成２８年９月頃、ＩＳＤＮ回線を利用する既存のエンド

ユーザー回線をＩＰ電話サービスに切換えるための審査を申し込んだとこ

ろ、ＩＰ電話サービスでは約款料金での提供しかできないという回答があっ

た。ＩＰ電話サービスを申し込む場合は、事実上再販できない料金で提供す

るというのは再販事業者が果たしてきた役割を軽視している。 

また、あるエンドユーザーのＩＰ電話サービスに係る回線の追加を契機と

して、他のＩＰ電話サービスのエンドユーザーの利用分も合わせて大幅な値

上げを通知された。 

本来、既存のエンドユーザーに適用される料金の値上げは、ＩＰ特約書に

よるべきものであるが、本件の値上げはこの条件に合致しない。 

Ａ社からＮコムに対して積極的に協議を申し入れてきたが、料金見直しの

具体的な料金見直しの提案はなく、むしろＮコムからは、ＩＰ特約書に基づ

いて現在行っている秒課金という課金体系を見直すことの可能性やあっせ

ん申請を行うことは当事者間の信頼関係に影響を与え、それが特約の解除事

由になるといった通知があった。最終的に、ＮコムからＩＰ特約書に基づき

特約の解除の申入れがあったため、以下の内容（概要）にてあっせん申請を

するに至った。 
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①ＩＰ特約書が適用される通話料金を変更するときは、特約書中どの条項

に該当するのか等を明示して協議を行うこと。また、原則契約の更改を

行うこと。契約の更改に当たっては、料金単価を1秒ごとにすること等。 

②ＩＰ電話サービスの利用を希望する新規エンドユーザーの回線を追加す

るときは、その卸料金算定にあたっては、これまでに合意してきたＩＰ

特約書の料金水準を基準にした料金で設定すること。 

③ＩＳＤＮ回線利用者の回線をＩＰ電話サービスに切換える際は、ＩＳＤ

Ｎ回線の特約書の卸料金と同水準で卸料金を設定すること。 

 

（３）あっせん不実行 

Ｎコムに対し、あっせんの申請があった旨通知したところ、Ｎコムより「あ

っせんを受諾しない」旨の回答が委員会にあったため、あっせんをしないこ

ととなった。 

 

【あっせんを受諾しない理由】 

  １ あっせん申請の主たる目的が、Ｎコムが特約条項に基づき正当に契約終

了を申出たものに対し、Ａ社が本制度を利用し、契約の継続を狙った行為

であると考えられること。 

 ２ あっせん申請のうちあっせんを求める事項の内容が、法令や契約に基づ

くＮコムの正当な権利を、不当に侵害するものであると考えられること。 

  ３ あっせん申請のうちあっせんの経緯の内容が、事実に反したものが散見

されること。 

  ４ これまでにＡ社との間に生じた数々の事案や状況等を踏まえると、Ｎコ

ムとＡ社との間で、ビジネスパートナーとしての信頼関係は構築し得ない

と考えていること。 
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第３章 諮問に係る審議・答申の概要 

 

平成２８年９月２９日申立て（基・電・料金サービス課平成２８年９月２９日

第２８１号）（電気通信設備の接続に関する協議再開命令） 
 

（１）経過 

平成２８年  

９月２９日 日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）から総務大

臣に対し、協議再開命令の申立て。（⇒（２）） 

９月３０日 総務大臣からソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」

という。）に対し、意見書の提出の機会を付与。 

１０月１４日 ソフトバンクから総務大臣に意見書を提出。（⇒（３）） 

１０月１７日 総務大臣からソフトバンクに対し、意見書の再提出の機会

を付与。 

１０月２４日 ソフトバンクから総務大臣に意見書を再提出。 

１０月２６日 総務大臣から日本通信に対し、意見書の提出の機会を付与。 

１１月 １日 日本通信から総務大臣に意見書を提出。 

１１月 ２日 総務大臣からソフトバンクに対し、意見書の再々提出の機

会を付与。 

１１月 ９日 ソフトバンクから総務大臣に意見書を再々提出。 

１１月２４日 ソフトバンクから総務大臣に意見書を再々々提出。 

１１月３０日 ソフトバンクから聴聞。 

１２月 ８日 総務大臣から委員会に諮問。（⇒（４）） 

１２月１５日 委員会から日本通信及びソフトバンク並びに総務大臣に対

し、書面による意見の聴取等の依頼。 

１２月２１日 総務大臣から委員会に書面による補足説明。 

１２月２２日 日本通信及びソフトバンクから委員会に意見書を提出。 

平成２９年  

１月２７日 委員会から総務大臣に答申。（⇒（５）） 

１月３１日 日本通信から総務大臣に対し、ソフトバンクとの接続協定

が合意に至ったとして、協議再開命令の申立ての取下げ。 

２月 １日 総務省総合通信基盤局から、日本通信による申立ての取下

げの受理及び協議再開命令を行わない旨報道発表。（⇒

（６）） 
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（２）申請における主な主張 

ア 申立ての内容 

    日本通信は、ソフトバンクに対し、日本通信が設置する電気通信設備と

特定移動端末設備（ソフトバンクが販売したＳＩＭロックがなされた端末

（以下「ＳＩＭロック端末」という。）及びＳＩＭロックがなされていな

い端末の双方を含む。）との間の伝送交換を可能とする、ソフトバンクの

電気通信回線設備との接続を申し入れたが、協議が不調なため、総務大臣

による協議の再開の命令を申し立てた。 

 

  イ 協議不調の理由 

    日本通信は、平成２７年８月７日にソフトバンクに対し接続を申し入れ、

数次にわたって協議を行ったが、ソフトバンクからは、ＳＩＭロック端末

との間の伝送交換を可能とする接続には応じられないと拒否された。 

 

（３）ソフトバンクの主な主張 

日本通信からの、電気通信事業法第３５条第１項の規定に基づく申立ては、

以下の理由により、直ちに却下されるべきである。 

 

  ア ソフトバンクは、日本通信が求めている接続には応じており、接続を拒

否した事実はない。 

 

  イ ＳＩＭカードは電気通信設備及び電気通信回線設備に該当しない。 

    電気通信事業法第３２条は、ＭＶＮＯの電気通信設備とソフトバンクの

電気通信回線設備を接続すべきことを規定しているものと認識している

が、ＳＩＭカードは電気通信設備及び電気通信回線設備のいずれにも該当

しない。したがって、ソフトバンクがＭＶＮＯに提供するＳＩＭカードの

種類については同条が規制する対象の範囲外であり、同条に違反する事実

は存在しないことから、電気通信設備の接続に関する命令等を規定した電

気通信事業法第３５条第１項に基づく、協議の開始又は再開事由に該当し

ない。 

  

（４）諮問 

  平成２８年１２月８日諮問第１０号（次のとおり） 
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諮 問 書 

 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第３５条第１項の規定に基

づき、日本通信株式会社からソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」

という。）に対する電気通信設備の接続に関する協議再開の命令の申立て

があった。 

当該接続は同項に規定する協議再開の命令の要件に該当すると認めら

れることから、ソフトバンクに対し電気通信設備の接続に関する協議再開

を命ずることとしたい。 

よって、同法第１６０条第１号の規定に基づき、上記のことについて諮

問する。 

 

 

（５）答申 

   平成２９年１月２７日電委第４号 

 

答 申 書 

 

平成２８年１２月８日付け諮問第１０号をもって諮問された事案につ

いて、審議の結果、下記のとおり答申する。なお、その理由は、別紙のと

おりである。 

 

記 

 

 ソフトバンク株式会社に対し、電気通信事業法（昭和５９年法律第８６

号。以下「法」という。）第３５条第１項の規定に基づく電気通信設備の

接続に関する協議再開を命ずることは相当である。 

 

 

 

第１ 本件の経緯 

 

 総務大臣は、平成２８年１２月８日、当委員会に対し、法第１６０条の

規定に基づき、法第３５条第１項の規定による電気通信設備の接続に関す

る協議再開命令について諮問をした。その経緯及び諮問の概要は次のとお

りである。 

別紙 

15



 
 

 

１ 日本通信からの申立て 

日本通信株式会社（以下「日本通信」という。）は、平成２７年８月

７日、ソフトバンク株式会社（以下「ソフトバンク」という。）に対し、

ソフトバンクが設置する電気通信回線設備と日本通信が設置する電気

通信設備との接続を申し入れた。日本通信が求めている接続は、日本通

信が設置する電気通信設備と特定移動端末設備（ソフトバンクが販売し

たＳＩＭロックがなされた端末（以下「ＳＩＭロック端末」という。）

及びＳＩＭロックがなされていない端末の双方を含む。）との間の伝送

交換を可能とする、ソフトバンクの電気通信回線設備との接続である。 

日本通信は、上記接続についてソフトバンクと数次にわたって協議を

行ったが、ソフトバンクからは、ＳＩＭロック端末との間の伝送交換を

可能とする接続には応じられないとの回答だったため、協議は不調と判

断し、平成２８年９月２９日、総務大臣に対し、法第３５条第１項の規

定に基づき、ソフトバンクに対する電気通信設備の接続に関する協議再

開命令の申立てを行った。 

 

２ ソフトバンクの主張 

ソフトバンクは、法第３５条第１項の規定に基づく日本通信からの申

立ては直ちに却下されるべきであると主張している。その主な理由は以

下のとおりである。 

（１）ソフトバンクは、日本通信が求めている接続には応じており、接続

を拒否した事実はない 

（２）そもそもＳＩＭカードは電気通信設備及び電気通信回線設備に該当

しない 

すなわち、法第３２条は、ＭＶＮＯの電気通信設備とソフトバンク

の電気通信回線設備を接続すべきことを規定しているものと認識して

いるが、ＳＩＭカードは電気通信設備及び電気通信回線設備のいずれ

にも該当しない。したがって、ソフトバンクがＭＶＮＯに提供するＳ

ＩＭカードの種類については同条が規制する対象の範囲外であり、同

条に違反する事実は存在しないことから、電気通信設備の接続に関す

る命令等を規定した法第３５条第１項に基づく、協議の開始又は再開

事由に該当しない。 

 

３ 総務大臣の諮問 

総務大臣は、平成２８年９月３０日、同年１０月１７日、同年１１月

２日、同月２４日にソフトバンクに対し意見書の提出の機会を付与し、
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同年１０月２６日に日本通信に対し意見書の提出の機会を付与した。そ

れらを踏まえ、総務大臣は同年１１月３０日にソフトバンクに対する聴

聞手続を行った上で、同年１２月８日に当委員会に対して諮問を行っ

た。 

  諮問の概要は、ソフトバンクの電気通信回線設備と日本通信の電気通

信設備との接続に関して、ソフトバンクと日本通信の協議は調わなかっ

たと認められ、法第３２条第１号若しくは第２号に掲げる場合に該当し

又は同条第３号の規定による電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政

省令第２５号。以下「施行規則」という。）第２３条第１号若しくは第

２号の理由があるとは認められないことから、法第３５条第１項の規定

に基づき、ソフトバンクに対して、接続に関する協定の締結の協議再開

を命令することが適当と考えるというものである。 

 

４ 委員会の審議 

  当委員会は、平成２８年１２月８日、総務大臣からの諮問を受け、同

月９日に委員会を開催し、諮問内容について説明を受け、その後書面に

おいて補足説明を求めた。また、当委員会は、当事者である日本通信及

びソフトバンクからも事情を聴取することが必要と判断し、両当事者に

意見書の提出を求め、両当事者から意見書の提出を受けた。 

当委員会は、平成２８年１２月９日、同月１４日、同月２７日、平成

２９年１月１３日及び同月２７日と５回にわたり委員会を開催して審

議を行い、本答申を取りまとめた。 

 

第２ 検討 

 

１ 日本通信がソフトバンクに対し、接続に関する協定の締結を申し入れ

たにもかかわらずその協議が調わなかったことについて 

  日本通信は、ソフトバンクに対し、平成２７年８月７日にソフトバン

クが設置する電気通信回線設備と日本通信が設置する電気通信設備と

の接続を申し入れており、本件申立てはこの接続に関するものと認めら

れる。 

この接続において、日本通信は、ＳＩＭロック端末と日本通信の電気

通信設備による通信を可能とするＳＩＭカードの提供を求めている。ソ

フトバンクは、「ＳＩＭカードは電気通信設備及び電気通信回線設備に

該当しない」と主張しているが、総務省はソフトバンクに対する聴聞手

続において、「法第３２条などにおける接続は、電気通信設備と電気通

信回線設備が電気的に接続され、さらに通信が可能となることをいう」
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との見解を示した上、ＳＩＭカードは、「一般的に携帯電話などの通信

端末に挿入して、移動通信ネットワークでの利用者認証などに用いられ

る情報が記録された装置であり、通信を行うために必要な設備であると

認められる」としている。法の立法目的を考えれば、法第３２条にいう

接続は、実際に通信が可能となることを求めるものであって、単に電気

的に接続するだけではなく実際に通信が可能とならなければ無意味で

あるから、総務省の示した「接続」に関する上記見解は相当である。そ

して、本件申立てにかかる通信が可能となるようにし、接続が成立する

ためには、上記ＳＩＭカードが電気通信設備又は電気通信回線設備であ

るかどうかにかかわらず、その提供が必須なものなのであるから、日本

通信がソフトバンクに当該ＳＩＭカードの提供を求める行為は、接続の

請求の一環をなすものと認められる。 

また、日本通信の申立書やソフトバンクの意見書等によると、一部両

者の認識が異なるものの、遅くとも日本通信は平成２８年２月２４日の

ソフトバンクとの協議において、ＳＩＭロック端末との間の伝送交換を

可能とする接続を求め、さらに、同年３月１日にも重ねて同様の接続を

ソフトバンクに求めているが、ソフトバンクは同月２３日から同年７月

２１日までにかけて、数次にわたってＳＩＭロック端末との間の伝送交

換を可能とする接続には応じられない旨回答している。したがって、ソ

フトバンクは、「日本通信が求めている接続には応じており、接続を拒

否した事実はない」と主張しているが、日本通信が求めているＳＩＭロ

ック端末との間の伝送交換を可能とする接続には応じていないことは

明らかであって、接続に関する協定の締結にまで至っていないといわざ

るを得ず、法第３５条第１項における「他の電気通信事業者がその協議

に応じず、又は協議が調わなかった場合」に該当するものと認められる。 

 

２ 法第３５条第１項の協議再開命令について 

  法第３５条第１項は、総務大臣は、電気通信事業者が他の電気通信事

業者に対し電気通信設備の接続に関する協定の締結を申し入れたにも

かかわらず当該他の電気通信事業者がその協議に応じず、又は協議が調

わなかった場合で、協定締結を申し入れた電気通信事業者から申立てが

あったときは、法第３２条各号に掲げる場合に該当すると認めるとき等

を除き、当該他の電気通信事業者に対し、協議の開始又は再開を命ずる

ものと規定している。ソフトバンクは、「日本通信が求めている接続に

は応じており、接続を拒否した事実はない」、「ＳＩＭカードは電気通信

設備及び電気通信回線設備に該当しない」との理由で、法第３５条第１

項の規定に基づく日本通信からの申立ては直ちに却下されるべきであ
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るとしているが、上記１で検討したとおり、ソフトバンクのこの主張に

は理由がない。 

 

３ 法第３２条各号の該当性について 

そこで、更に進んで法第３２条各号所定の事由の存否について判断す

ると、同条は、電気通信事業者が他の電気通信事業者の接続請求に応じ

る義務があることを原則としつつ、例外的にその請求を拒否できる場合

として、「電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき」

（同条第１号）、「当該接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害する

おそれがあるとき」（同条第２号）、「前二号に掲げる場合のほか、総務

省令で定める正当な理由があるとき」（同条第３号）と規定している。 

また、法第３２条第３号を受けた施行規則第２３条においては、「電

気通信設備の接続を請求した他の電気通信事業者がその電気通信回線

設備の接続に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあ

ること」（同条第１号）、「電気通信設備の接続に応ずるための電気通信

回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく困難であること」

（同条第２号）を接続請求を拒否できる正当な理由として規定してい

る。 

これら各事由の存否を総務大臣による審査の結果及び両当事者の意

見書等（なお、ソフトバンクは、総務大臣に提出した意見書や聴聞にお

いて、法第３２条各号への該当性について具体的な説明を行っていな

い。）を踏まえ、それぞれ検討したところ、本件において、法第３２条

各号該当事由はいずれも認められない。その詳細は以下のとおりであ

る。 

 

（１）法第３２条第１号の該当性（電気通信役務の円滑な提供に支障が生

ずるおそれがあるとき） 

   ＭＶＮＯのサービスの利用者がＳＩＭロック端末を用いてＭＶＮ

Ｏのサービスの提供を受ける形態は、他の電気通信事業者について既

に実例があり、それによって電気通信役務の円滑な提供に支障が生じ

ているとは認められず、また、今後それが生ずるような事態も想定さ

れないから、日本通信からの申立てに係る本件接続によって電気通信

役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとは認められない。 

 

（２）法第３２条第２号の該当性（本件接続がソフトバンクの利益を不当

に害するおそれがあるとき） 

   本件接続により実現する電気通信事業者間の正当な競争によって
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ソフトバンクの利益が減じる事態が想定されないとはいえないが、こ

れはソフトバンクの利益を不当に害するものとはいえず、また、その

他、同社の利益を不当に害するような事態が本件接続によって生ずる

おそれがあるとは認められない。 

 

（３）施行規則第２３条第１号の該当性（日本通信がその電気通信回線設

備の接続に関し負担する金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがある

こと） 

   日本通信がその負担する金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあ

るとする特段の理由は認められない。 

 

（４）施行規則第２３条第２号の該当性（電気通信設備の接続に応ずるた

めの電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は経済的に著しく

困難であること） 

   ソフトバンクは、平成２８年５月１８日の日本通信への説明におい

て、Ｌ２向けＭＶＮＯ用ＳＩＭカードをＳＩＭロック端末で利用可能

とするには、ソフトバンクの既存のサービスの管理・制御の方法を根

本的に見直す必要があり、ネットワークの開発等に加えオペレーショ

ン等の業務面等の影響があるとしているが、総務大臣及び当委員会に

提出した意見書等においては、本件接続のための電気通信回線設備の

設置又は改修の困難性について検討しておらず、具体的に回答するも

のはないとしている。このように、総務大臣及び当委員会から数次に

わたって意見を求めたにもかかわらず、ソフトバンクから何ら具体的

な説明がない以上、本件接続について技術的又は経済的に著しく困難

であるとの特段の事情を認めることはできず、施行規則第２３条第２

号にも該当しない。 

 

４ 法第１５５条第１項の規定による仲裁の申請がなされていないこと

について 

日本通信及びソフトバンクからは、本件接続の協定の締結に関して、

当委員会に対する法第１５５条第１項による仲裁の申請はなされてい

ない。 

 

第３ 結論 

 

当委員会は、以上の理由により、本件接続に関する協議再開を命ずるこ

とは相当であると判断する。 
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（６）報道発表（総務省総合通信基盤局電気通信事業部料金サービス課） 

   平成２９年２月１日報道資料（抜粋） 

 

日本通信株式会社によるソフトバンク株式会社への電気通信設備の接続

に関する協議再開命令申立ての取下げの受理 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本通信による、法第３５条第１項に基づくソフトバンク株式会社「以

下「ソフトバンク」という。」）への電気通信設備の接続に関する協議再開

命令の申立て（平成２８年９月２９日）について、平成２９年１月３１日、

日本通信より、ソフトバンクとの接続協定の合意に至ったとして、当該申

立ての取下げがありました。 

これにより、法第３５条第１項の協議再開命令の前提となる申立てが取

り下げられたため、協議再開命令を行わないこととしました。 

なお、本件については、総務省においてソフトバンクに協議再開を命ず

るとして、手続きを進めており、平成２９年１月２７日、電気通信紛争処

理委員会より、協議再開を命ずることは相当であるとの答申があったもの

です。 

 

 

 

 

総務省は、平成２９年１月３１日、電気通信事業法（昭和５９年法

律第８６号。以下「法」という。）第３５条第１項の規定に基づく日

本通信株式会社（以下「日本通信」という。）からの電気通信設備の

接続に関する協議再開命令の申立てについて、取下げを受理しまし

た。 
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第Ⅲ部 委員会のその他の活動状況等 

第１章 政策担当部局からのヒアリング等 

 

委員会は、急速に変化しながら発展を続ける電気通信分野の市場環境や政策動

向を平素から十分に把握し、具体的紛争事案の提起に備える必要がある。 

 このため、平成２８年度には、委員会において次のとおり、政策担当部局及び

事業者団体等から関係分野に関する情報収集等を行った。 

 

１ 政策担当部局からのヒアリング 

（１）平成２８年６月２９日 第１６２回委員会 

総合通信基盤局から「スマートフォンの料金低廉化」について説明を受け、

意見交換を行った。 

【説明の概要】 

 スマートフォンの料金低廉化についての概要 

・平成２７年９月の経済財政諮問会議において、内閣総理大臣から総務大臣に対

して携帯電話料金低廉化に関する検討が指示され、同年１０月から１２月にか

け、総務省において、「携帯電話の料金その他の提供条件に関するタスクフォ

ース」が開催された。 

・タスクフォースでは、少ないデータ容量プランの料金が諸外国と比較して高い

ことや、端末購入に対する割引等により、頻繁に端末を購入する利用者と購入

しない利用者との間に不公平が生じていることなどが議論された。 

 ・タスクフォースの取りまとめを踏まえ、総務省は「スマートフォンの料金負担

の軽減及び端末販売の適正化に関する取組方針」を策定した（平成２７年１２

月１８日付）。具体的な施策は以下のとおり。 

   ① スマートフォンの料金負担の軽減 

   ② 端末販売の適正化等 

   ③ ＭＶＮＯのサービスの多様化を通じた料金競争の促進 

 ・スマートフォンの料金負担の軽減については、ライトユーザーや長期利用者等

の多様なニーズに対応した料金プランの導入等により、利用者の料金負担の軽

減を図るよう、携帯電話各社に要請を行った。 

 ・端末販売の適正化については、ＭＮＰ利用者に対する行き過ぎた端末値引きに

よる販売を見直すよう事業者に要請を行うとともに、「スマートフォンの端末

購入補助の適正化に関するガイドライン」を策定した。なお、正当な理由なく

本ガイドラインに沿った取組が行われない場合には、電気通信事業法第２９条
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第１項第１２号に基づく業務改善命令の発動を検討することとしている。 

 ・ＭＶＮＯのサービスの多様化を通じた料金競争の促進については、ＨＬＲ／Ｈ

ＳＳ連携機能（※）を「開放を促進すべき機能」と位置づけ、ＭＶＮＯと携帯電

話事業者間の協議の更なる促進を図ることとされた。 
 （※）携帯電話番号、端末の所在地、顧客の契約状況といったネットワーク制御に必要な情報を管理するデ

ータベースをＭＮＯのネットワークと連携する機能。これにより、ＭＶＮＯによるＳＩＭ発行、ＭＶＮＯ

による音声サービスの多様化が可能になるなど、ＭＶＮＯ独自のサービス設計の自由度が高まる。 

 

 ・平成２８年３月以降、携帯電話各社はライトユーザーの負担を軽減する料金プ

ランを導入しており、当該プランを選択することにより、概ね１人当たり５，

０００円以下で利用できるようになった。 

 ・また、２年以上利用している長期ユーザーに対し、ポイントの進呈や料金割引

といった新たな割引等が平成２８年６月以降、携帯電話各社により行われるこ

ととなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近年のスマートフォンの普及等に伴い、家計支出に占める携帯電話の通信料の負担は年々増大
している。本タスクフォースでは、利用者にとって、より低廉で利用しやすい携帯電話の通信料金を
実現するための方策を検討する。

趣 旨

(1) 利用者のニーズや利用実態を踏まえた料金体系
(2) 端末価格からサービス・料金を中心とした競争への転換
(3) MVNOサービスの低廉化・多様化を通じた競争促進 等

検討事項

構成員

開催実績・スケジュール

主査 新美 育文 明治大学法学部教授 長田 三紀 全国地域婦人団体連絡協議会事務局長

主査代理 平野 晋 中央大学総合政策学部教授 舟田 正之 立教大学名誉教授

相田 仁 東京大学大学院工学系研究科教授 森 亮二 弁護士

北 俊一
株式会社野村総合研究所
上席コンサルタント （敬称略、主査・主査代理を除き50音順、全７名）

平成２７年10月19日 第１回会合（現状と課題について意見交換）
10月26日 第２回会合（事業者、消費者団体からのヒアリング）
11月16日 第３回会合（事業者、販売代理店の団体からの非公開ヒアリング）
11月26日 第４回会合（論点整理）
12月16日 第５回会合（取りまとめ）

ICTサービス安心・安全研究会
携帯電話の料金その他の提供条件に関するタスクフォースについて

2

 

【出典：第 162 回委員会資料】 
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スマートフォンの料金負担の軽減及び端末販売の適正化に関する取組方針(平成27年12月18日)概要

○スマートフォンのライトユーザや端末購入に係る補助を受けない長期利用者等の多様なニーズに
対応した料金プランの導入等により、利用者の料金負担を軽減 ⇒ 平成27年12月18日に要請

○MNP利用者等に対する行き過ぎた端末の値引き販売の見直し ⇒ 平成27年12月18日に要請、平成28年３

月25日に「スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン」を制定

○総務省において、見直し状況の報告を求めるとともに、店頭調査等を行い、必要に応じて更なる
措置 ⇒ 平成28年３月28日に「電気通信事業報告規則」を改正、平成28年３月に全国で店頭調査を実施

○通信料金と端末価格の内訳を利用者に分かりやすく説明 ⇒ 平成27年12月18日に要請、平成28年３月29日
に「電気通信事業法の消費者保護ルールに関するガイドライン」を改正

○利用者が通信サービスと端末を自由に組み合わせて利用できるよう、SIMロック解除や「２年縛
り」の見直しを引き続き推進 等

１．スマートフォンの料金負担の軽減

２．端末販売の適正化等

※１ MVNO（Mobile Virtual Network Operator)： 電波の割当てを受けた事業者から無線ネットワークを借りて独自のサービスを提供する事業者

※２ 加入者管理機能： 携帯電話番号、端末の所在地、顧客の契約情報といったネットワーク制御に必要な情報を管理するデータベース

○ＭＶＮＯがより多様なサービスを提供することができるよう、加入者管理機能※２の開放に向けた
ＭＶＮＯと携帯電話事業者との協議を促進 ⇒ 平成28年３月29日に「ＭＶＮＯに係る電気通信事業法及び電波

法の適用関係に関するガイドライン」を改正

３． MVNO※１のサービスの多様化を通じた料金競争の促進

【出典：第 162 回委員会資料】 

「スマートフォンの端末購入補助の適正化に関するガイドライン」概要 8

実質０円

定価

１月末までに発表した学割の適用

による割引

端末購入補助の内容

 スマートフォン購入又はMNP※を条件
とする
携帯電話の通信料金割引
スマートフォンの購入代金割引
キャッシュバック・商品券・ポイント等

 スマートフォンの販売に応じて販売店
に支払う金銭（端末販売奨励金）

（対象とするもの）
• 他の物品・役務とのセット割引
• データ通信量の無料増量

（対象外とするもの）
• 下取りによる割引等（中古市場での一般的な買取

価格を著しく超える場合は、超える部分は対象）
• 一定年齢以上又は以下を条件に、期限の定めが

なく継続的に提供される割引等

利用者間で著しい不公平を
生じないよう、調達費用に
応じた合理的な額の負担

在庫処理（型落ち）、
通信方式変更・周波数帯移行、

廉価端末の場合の割引

端末の実質負担のイメージ

４月１日
適用開始

５月末までの
経過措置

※端末購入を伴わないSIMのみ契約は除く

 ガイドラインは、スマートフォンの端末購入補助の適正化に関する基本的な考え方を示すもの。
 外部からの情報提供窓口、店頭での実態調査の実施等を通じたフォローアップ・検証を行い、

必要があると認めるときは、電気通信事業法第29条の業務改善命令の発動を検討。
（２月２日から３月３日まで意見募集、３月２５日策定、４月１日から適用）

 
【出典：第 162 回委員会資料】 
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携帯電話各社のライトユーザ向け料金プラン

 携帯電話各社は、ライトユーザの負担を軽減する料金プランを３月以降導入。
 当該プランを選択することにより、概ね１人当たり5,000円以下で利用できる。

（月額。税抜）

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ） ソフトバンク （参考：従来より提供）

ワイモバイル

基本料
５分以内の国内通話かけ放題

（1,700円）

５分以内の国内通話かけ放題

（1,700円）

５分以内の国内通話かけ放題

（1,700円）

10分以内300回までの

国内通話込み

（2,980円）

ネット
接続料

300円 300円 300円 基本料に含む

データ
通信

家族全員で

５ＧＢ/月
（6,500円＋500円×子回線数）

１ＧＢ/月
（2,900円）

１ＧＢ/月
（2,900円）

１GB/月
（基本料に含む）

合計
３人家族の場合

4,500円/人 4,900円 4,900円 2,980円

備考

・３月１日より提供開始
・端末によっては、端末購入に伴
う月額通信料金割引が他のプラ
ンと比べ減額される場合がある

・３月23日より提供開始
・端末購入に伴う月額通信料金割
引の適用なし

・４月１日より提供開始
・端末購入に伴う月額通信料金割
引の適用なし

・2014年８月１日より提供
・端末購入に伴う月額通信料
金割引の適用あり

【出典：第 162 回委員会資料】 

携帯電話各社の新たな長期利用者向け割引等 7

会社名 ＮＴＴドコモ ＫＤＤＩ （ａｕ） ソフトバンク

内容

① ４年以上利用で

月100～2,500円料金割引

② ２年契約更新で
3,000円分のポイント

① ４年以上利用で

・月40～900円分のポイント
・3ヶ月毎に0.3～2GBデータ増量

② ２年契約更新で
3,000 円分のギフト券

① ２年以上利用で

・月200円料金割引
or

・月500円分のポイント

② ２年契約更新で
3,000円分のポイント

提供開始 平成28年６月１日 ・ポイント、ギフト券：平成28年11月
・データ増量：平成28年９月

平成28年秋

備考
・「ずっとドコモ割コース（２年の期間拘束を更
新するコース）」を選択した利用者が対象

・①は料金プラン・利用年数に応じて設定

①は料金プラン・利用年数に応じて設定 ２年契約（３年目以降の期間拘束がない
コースを含む）に加入している利用者が対象

【出典：第 162 回委員会資料】 
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（２）平成２９年２月２３日 第１７０回委員会 

総合通信基盤局から「ＭＶＮＯの競争環境に関するルールの最近の見直し」

について説明を受け、意見交換を行った。 

 

２ 事業者団体からのヒアリング（平成２８年８月３０日 第１６３回委員会） 

  一般社団法人電気通信事業者協会並びにその会員社である、東日本電信電話

株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ株式会社及びソフトバンク株式会

社から今後の展望及び事業者間協議の状況等について説明を受け、意見交換を

行った。 

 

３ 委員会における施設視察（平成２８年６月１日 第１６１回委員会） 

  株式会社ジュピターテレコムのケーブルテレビ事業用施設の現場視察を行

うとともに、設備の概要について説明を受け、意見交換を行った。 

 

26



 

 
 

第２章 「MVNO の事業者間契約に係る実態等調査」の報告 

 

委員会では、紛争処理を行う際の基礎資料とするために、事務局において実施

した「ＭＶＮＯの事業者間契約に係る実態等調査の概要」について、第１６２回

委員会（平成２８年６月２９日）で報告を受けた。 

 

ＭＶＮＯの事業者間契約に係る実態等調査 

業界的に活性化してきているＭＶＮＯについて、ＭＶＮＯが事業者間でどのよ

うな契約実態にあるのか、また、契約について問題点はあるのか等について、ヒ

アリング調査を実施した結果の説明を受け、意見交換を行った。 

【説明の概要】 

 １ 目的等 

（１）目的 

① ＭＶＮＯの事業者間の契約実態、契約上の問題点や不満を把握すること

で、今後のあっせん・仲裁の際に、迅速かつ的確に対処するよう備える。 

② 電気通信紛争処理委員会の認知度及び利用意向を把握し、今後の認知度及

び利用度向上策に資する。 

 

 （２）調査対象 

  ＭＶＮＯ（仮想移動体通信事業者） 

   ・インタビュー（通信事業者、ＩＳＰ/ＣＡＴＶ事業者、流通小売系事業者、

情報サービス系事業者、製造業者から各１社、計５社） 

   ・アンケート（通信事業者、ＩＳＰ/ＣＡＴＶ事業者等、計２７社） 

 

 ２ ＭＶＮＯの事業者間の契約実態等 

（１）ＭＶＮＯのサービス提供形態 

・アンケートの回答があった２７社中、２３社がＳＩＭカード型のサービス

を提供している。 

・提供形態には業種差がある。 

 

 （２）ＭＮＯ・ＭＶＮＥとの契約企業数 

・大規模事業者（１０万回線以上）は、複数社のＭＮＯ※１と契約している

割合が高い一方で、小規模事業者（３万回線未満）は、ＭＶＮＥ※2１社と

契約している割合が高い。 

 

 

※1移動体電気通信事業者 

※2ＭＶＮＯの事業構築を支援する事業を営む電気通信事業者 
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 （３）ＭＮＯと契約しているＭＶＮＯの契約実態 

・ＭＮＯと契約している事業者の主要なサービスについての契約形態は、「卸

電気通信役務・標準プラン」が最多。次いで、「卸電気通信役務・相対契

約」で、「接続約款」による契約は少数に留まった。 

・中規模事業者（3 万回線以上、10 万回線未満）では、「卸電気通信役務・

相対契約」が最多。 

・小規模事業者では、卸電気通信役務による契約のみであり、「接続約款」

は該当がなかった。 

・大規模事業者であっても、「接続約款」による契約は少なく、半数以上が

「卸電気通信役務・標準プラン」を選択していた。 

 

【出典：第 162 回委員会資料】 

【出典：第 162 回委員会資料】 
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 （４）ＭＶＮＥと契約しているＭＶＮＯの契約実態 

   ・ＭＶＮＥと契約している事業者の主要なサービスについての契約形態は、

「ＭＶＮＥから提示された標準的なプランを基にカスタマイズして契約」

が最多。次いで、「ＭＶＮＥに対し要求仕様を提示して契約」。 

・大規模事業者及び小規模事業者いずれにおいても、「ＭＶＮＥから提示さ

れた標準的なプランを基にカスタマイズして契約」が最多であった。 

 

 

 （５）契約交渉における不満の分析 

   ・対ＭＮＯ、対ＭＶＮＥどちらも、半数が「少し不満あり」又は「不満あり」

であった。 

・小規模事業者及び大規模事業者では、半数から三分の二が、ＭＮＯ／ＭＶ

ＮＥのいずれに対しても「少し不満あり」又は「不満あり」との回答であ

った。 

・ＭＮＯに対する不満としては、契約手続きや料金面の不満が相対的に多い。 

・ＭＶＮＥに対する不満としては、品質・性能・サポート、納期や期間の不

満がやや多い傾向。 

 

【出典：第 162 回委員会資料】 

【出典：第 162 回委員会資料】 
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 ３ 電気通信紛争処理委員会の認知度 

 （１）認知度 

・業種別に見ると、流通小売系事業者、情報サービス系事業者及び製造業者と

いった他業界からの参入事業者では、委員会を「知らなかった」、「役割は知

らなかった」とする回答が多い。 

  ・契約相手先別に見ると、ＭＮＯと契約している事業者では、「名称及び役割

を知っていた」との回答が多い一方で、ＭＶＮＥとのみ契約している事業者

では、「知らなかった」、「役割は知らなかった」と回答した者が多い。 

 

 

 

 

【出典：第 162 回委員会資料】 

【出典：第 162 回委員会資料】 
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 （２）周知方法等 

・委員会を知った方法としては、「ＭＶＮＯガイドライン」と「総務省が発送

する電気通信事業者へのお知らせ」（各 5 社）が最も多く、「業界団体での講

演会等の広報活動」と「委員会のホームページ」（各 3 社）が続く。 

・事業者が適当と考える委員会の認知度を高める方法としては、「事例集（公

開できる成功事例）の広報を増やす」（12 社）、「ＭＶＮＯ業界団体での講演

会の広報活動回数を増やす」（9 社）などが挙げられた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：第 162 回委員会資料】 

【出典：第 162 回委員会資料】 
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第３章 周知広報、利便性向上のための取組 

 

 委員会の認知度及び利便性の向上のため、次の取組を行った。 

 

１ 講演会等での委員会業務説明 

 関係事業者等を対象とする講演会等の場において、委員会の概要、あっせん 

の手続、事業者等相談窓口等について、事務局職員による説明を行った。 

 

実施日・場所 説明を行った講演会等の名称 

平成28年4月6日 

東京都渋谷区 

モバイル・コンテンツ・フォーラム 

コンテンツプロバイダ委員会 

【主催】 

一般社団法人モバイル・コンテンツ・フォーラム 

平成28年5月26日 

福岡県福岡市 

電気通信分野における個人情報保護セミナー 

【主催】 

・九州総合通信局 

・一般財団法人日本データ通信協会 

・一般社団法人テレコムサービス協会九州支部 

平成28年5月31日 

広島県広島市 

個人情報保護とインターネットの安心・安全セミナー 

【主催】 

・中国総合通信局 

・一般財団法人日本データ通信協会 

・一般社団法人テレコムサービス協会中国支部 

平成28年6月9日 

東京都千代田区 

関東テレコム講演会  

【主催】 

・関東総合通信局 

・一般社団法人テレコムサービス協会関東支部 

平成28年11月17日 

富山県富山市 

ＩＳＰ＆クラウド事業者の集い 

【主催】 

一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会 

 

 

 

 

 
 

講演の模様 
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２ 委員会パンフレットの事業者等への配付 

委員会のパンフレットについて、情報通信月間に合わせて開催される総合通

信局等主催の行事等で配布した。 

また、パンフレットとは別に、全国の届出電気通信事業者に対し、当委員会 

が取り扱う事案及び相談窓口等を記載した資料を送付した。 

 

３ 電気通信紛争処理マニュアルの改訂 

平成２７年１２月から平成２９年３月までに終了・公表した３件のあっせん

事例の追加及び１件の審議・答申事例の追加、その他関係資料の現行化等を行

った「電気通信紛争処理マニュアル － 紛争処理の制度と実務 － 」を平成２

９年３月に作成し、委員会ホームページに掲載した。 

 

４ 総務省広報誌平成２９年２月号への記事掲載 

平成２８年１２月、第６期委員会がスタートしたことから、【資料４】のと

おり総務省広報誌２月号に、委員会の紹介記事を掲載した。 
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 資料３ 

これまでの紛争処理終了案件の一覧 

Ⅰ あっせん・仲裁 

１ あっせん 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続の諾否に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第５号 

H14.2.13 申請 

H14.3.6 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による NTT 東日

本の中継光ファイバとの接

続 

合意により解決 

NTT 東日本 

平成１６年(争) 

第３号～第４号 

H16.8.31 申請 

H16.11.1 終了 

ソフトバンク

BB㈱ 

ソフトバンクＢＢ㈱による

NTT 東日本及び NTT 西日

本の中継光ファイバとの接

続 

合意により解決 

※あっせん案受諾 NTT 東日本 

NTT 西日本 

平成２１年(争) 

第１号 

H21.9.15 申請 

H22.1.21 終了 

関西ブロード

バンド㈱ 
関西ブロードバンド㈱による

NTT 西日本の中継光ファイ

バとの接続 

合意により解決 

※あっせん案受諾 ＮＴＴ西日本 

平成２１年(争) 

第３号 

H21.12.28 申請 

H22.1.15 終了 

生 活 文 化 セ

ンター㈱ 
生活文化センター㈱による

ＮＴＴドコモとのレイヤ２等で

の接続 

あっせん不実行 

（参考）本件終了後の経過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 
ＮＴＴドコモ 

 
（２）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第６号 

H14.2.25 申請 

H14.3.12 終了 

彩ネット㈱ 彩ネット㈱による NTT 東日

本に対する網改造料の支

払義務の有無 

合意により解決 

※あっせん案受諾 NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第９号～第２３号 

H14.7.4 申請 

H14.7.23 終了 

Ａ社 
Ａ社によるＶｏＩＰサービスに

係るＢ社等各社との接続に

関する事業者間精算の方

法 

合意により解決 

※あっせん案受諾 Ｂ社等各社 

平成１６年(争) 

第５号～第６号 

H16.12.17 申請 

H17.2.22 終了 

NTT 東日本 

NTT 西日本 

NTT 東日本及び NTT 西日

本による法人向けＩＰ電話網

と平成電電㈱電話網との接

続条件（接続料等） 

合意により解決 

 (参考)本件申請前の経緯 

仲裁申請（仲裁不実行） 平成電電㈱ 
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事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年(争) 

第２号～第３号 

H17.7.8 申請 

H17.10.4 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社との

接続に関する網改造の費用

負担（ソフトウェア開発費用

全額の預託金） 

合意に至らず申請取下げ Ｂ社 

Ｃ社 

平成１８年(争) 

第１号～第１４号 

H18.8.9 申請 

H19.3.27 終了 

Ａ社等各社 Ａ社等各社によるＢ社との

接続に関する網使用料の

費用負担 

合意に至らず申請取下げ 

Ｂ社 

平成２１年(争) 

第２号 

H21.10.27 申請 

H22.1.14 終了 

㈲ナインレイ

ヤーズ 
㈲ナインレイヤーズによる

NTT 西日本との接続に係る

債権保全措置の要否 

合意により解決 

ＮＴＴ西日本 

平成２３年(争) 

第１号 

H23.5.18 申請 

H24.1.23 終了 

ＮＴＴドコモ ＮＴＴドコモによるソフトバン

クモバイル㈱の接続料の算

定根拠の開示 

あっせん打切り 
ソフトバンク

モバイル㈱ 

平成２３年(争) 

第２号 

H23.6.9 申請 

H24.1.23 終了 

ソフトバンク

モバイル㈱ 
ソフトバンクモバイル㈱によ

るＮＴＴドコモの接続料の再

精算等 

あっせん打切り 

ＮＴＴドコモ 

平成２３年(争) 

第３号～第４号 

H23.6.9 申請 

H24.2.21 終了 

ソフトバンク

テレコム㈱ 

ソフトバンクテレコム㈱によ

る NTT 東日本及びＮＴＴ西

日本との接続に係るジャン

パ工事費の見直し 

合意により解決 
NTT 東日本 

NTT 西日本 

 

（３）接続のための工事・網改造等に関する紛争 

  ア 接続に必要な工事 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第２号 

H14.2.12 申請 

H14.4.9 終了 

ビー・ビー・テ

クノロジー㈱ 
ビー・ビー・テクノロジー㈱に

よる NTT 西日本の端末回線

との接続に必要なＭＤＦジャ

ンパ工事の方法 

あっせん打切り 

（参考）本件終了後の経過 

仲裁申請（仲裁不実行） 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

NTT 西日本 

 

  イ 設備の利用・運用 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１４年(争) 

第７号～第８号 

H14.4.30 申請 

H14.5.10 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社の

設備に対する工事（Ａ社の

上位プロバイダ変更に伴う 

ＩＰアドレス設定変更）の早

期実施 

合意により解決 Ｂ社 

Ｃ社 
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  ウ 接続協定の細目 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１９年(争) 

第１号～第２号 

H19.3.23 申請 

H19.4.5 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社及びＣ社との

ジャンパ線切替工事等に関

する接続協定の細目等 

あっせん不実行 Ｂ社 

Ｃ社 

 

（４）接続に必要な工作物の利用（コロケーション等）に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１３年（争）

第１号 

H13.12.27 申請 

H14.1.25 終了 

Ａ社 
Ａ社による自社伝送路と他

事業者が設置する伝送装

置との間の接続(横つなぎ)

に必要なＢ社のコロケーショ

ンスペースの利用 

合意により解決 

Ｂ社 

平成１４年(争) 

第１号 

H14.2.1 申請 

H14.2.14 終了 

イ ー ・ ア ク セ

ス㈱ 

イー・アクセス㈱による NTT

東日本のコロケーションス

ペース、電源及びＭＤＦの利

用 

合意により解決 

（参考）本件に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 NTT 東日本 

平成１４年(争) 

第３号 

H14.2.12 申請 

H14.2.26 終了 

イ ー ・ ア ク セ

ス㈱ 
イー・アクセス㈱による NTT

西日本のコロケーションスペ

ース、電源及びＭＤＦの利用

等 

合意により解決 

NTT 西日本 

平成１４年(争) 

第４号 

H14.2.13 申請 

H14.4.2 終了 

イ ー ・ ア ク セ

ス㈱ 

イー・アクセス㈱による NTT

西日本のコロケーションス

ペース、電源及びＭＤＦの利

用 

合意により解決 

※あっせん案受諾 NTT 西日本 

平成１５年(争) 

第２号 

H15.6.11 申請 

H15.6.25 終了 

平成電電㈱ 
平成電電㈱によるNTT東日

本の設備（ＭＤＦ）の利用 
合意により解決 

NTT 東日本 
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（５）卸電気通信役務の提供のための契約の細目に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２５年（争） 

第１号 

H25.10.30 申請 

H26.2.13 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 

合意により解決 

※あっせん案受諾 Ｂ社 

平成２７年（争） 

第１号 

H27.3.10 申請 

H27.3.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の延長 
あっせん不実行 

Ｂ社 

平成２７年（争） 

第２号 

H27.6.9 申請 

H27.11.24 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る料

金等の見直し 
合意により解決 

Ｂ社 

平成２８年（争） 

第１号 

H28.4.25 申請 

H28.12.28 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社との卸電気

通信役務の提供に係る契

約の締結等 

合意により解決 

※あっせん案受諾及び当事

者間による合意 Ｂ社 

平成２８年（争） 

第２号 

H28.12.2 申請 

H28.12.15 終了 

Ａ社 Ａ社による NTT コミュニケー

ションズ㈱との卸電気通信

役務の提供に係る料金等

の見直し 

あっせん不実行 NTT コミュニ

ケーションズ

㈱ 

 
（６）契約締結の媒介その他の業務委託に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１７年(争) 

第１号 

H17.4.14 申請 

H17.5.13 終了 

イ ー ・ ア ク セ

ス㈱ 
イー・アクセス㈱による NTT

西日本とのフレッツサービス

受付業務の再開 

合意により解決 

NTT 西日本 
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【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成２３年（争）

第５号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

松 阪 市 ケ ー

ブルシステム 

松阪市ケーブルシステムに

よるテレビ愛知㈱の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 

テレビ愛知㈱ 

平成２３年(争) 

第６号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレビ

ジョン放送の再放送の同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 Ｂ社 

平成２３年(争) 

第７号 

H23.7.15 申請 

H24.2.23 終了 

Ａ社 Ａ社によるＢ社の地上テレビ

ジョン放送の再放送の同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 Ｂ社 

平成２４年（争） 

第１号 

H24.9.3 申請 

H25.10.31 終了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

Ｂ社 

平成２４年（争） 

第２号 

H24.9.4 申請 

H25.10.31 終了 

Ａ組合 Ａ組合によるＢ社の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

Ｂ社 

平成２６年（争） 

第１号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

大 分 ケ ー ブ

ルテレコム㈱ 

大分ケーブルテレコム㈱に

よる九州朝日放送㈱の地上

テレビジョン放送の再放送

の同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 九 州 朝 日 放

送㈱ 

平成２６年（争） 

第２号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

大 分 ケ ー ブ

ルネットワー

ク㈱ 

大分ケーブルネットワーク㈱

による九州朝日放送㈱の地

上テレビジョン放送の再放

送の同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 

九 州 朝 日 放

送㈱ 

平成２６年（争） 

第３号 

H26.7.23 申請 

H26.10.21 終了 

㈱ケーブルテ

レビ佐伯 

㈱ケーブルテレビ佐伯によ

る九州朝日放送㈱の地上テ

レビジョン放送の再放送の

同意 

合意により解決 

 

※あっせん案受諾 九 州 朝 日 放

送㈱ 
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２ 仲裁 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続に係る費用負担（接続料及び網改造料等）に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１６年(争) 

第１号～第２号 

H16.4.2 申請 

H16.4.27 仲裁 

不実行通知 

NTT 東日本 

NTT 西日本 
NTT 東日本及び NTT 西日

本による法人向けＩＰ電話網

と平成電電㈱電話網との接

続条件（接続料等） 

仲裁不実行 

（参考）本件終了後の経過 

あっせん申請（合意により

解決）） 平成電電㈱ 

 

（２）接続のための工事・網改造等に関する紛争 

事件 
申請者 

申請概要 結果 
相手方 

平成１５年（争）

第１号 

H15.2.14 申請 

H15.2.21 仲裁 

不実行通知 

ソフトバンク

BB㈱ ソフトバンク BB㈱による

NTT 西日本の端末回線との

接続に必要なＭＤＦジャンパ

工事の方法 

仲裁不実行 

（参考）本件申請前の経緯 

あっせん申請（あっせん 

打切り） 

（参考）本件終了後の経過 

総務大臣の接続協議 

再開命令申立て 

NTT 西日本 
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Ⅱ 総務大臣からの諮問に対する審議・答申 

【電気通信事業法関係】 

（１）接続協定等に関する協議命令 

答申日等 事案の概要等 

平成１５年８月２０日

電委第５７号 

H15.7.16 諮問 

H15.8.20 答申 

ソフトバンク BB㈱からの申立てを受けた、DSL サービス提供のための

NTT 西日本との接続に関する接続協議再開命令（平成１５年５月１６

日申立て） 

<参考>本答申前の経緯 
あっせん申請（あっせん打切り） 
仲裁申請（仲裁不実行） 

平成２２年７月８日 

電委第４２号 

H22.6.29 諮問 

H22.7.8 答申 

生活文化センター㈱からの申立てを受けた、直収パケット交換機接続

（レイヤ２接続）等についての、NTT ドコモとの接続に関する接続協議

再開命令（平成２２年１月２５日申立て） 

<参考>本答申前の経緯 

あっせん申請（あっせん不実行） 

平成２９年１月２７日 

電委第４号 

H28.12.8 諮問 

H29.1.27 答申 

日本通信㈱からの申立てを受けた、ソフトバンク㈱が販売したＳＩＭロ

ックがなされた端末及びＳＩＭロックがかかっていない端末との間の伝

送交換を可能とするための、ソフトバンク㈱との接続に関する接続協

議再開命令（平成２８年９月２９日申立て）  

 
（２）接続協定等に関する細目の裁定 

答申日等 事案の概要等 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

H14.9.20 諮問 

H14.11.5 答申 

平成電電㈱からの申請を受けた、NTT ドコモ等携帯電話事業者に対

する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定（平成１４年７月

１８日申請） 

<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 

平成１９年１１月２２日 

電委第６９号 

H19.9.21 諮問 

H19.11.22 答申 

日本通信㈱からの申請を受けた、NTT ドコモとの相互接続による

MVNO 事業に関する裁定（平成１９年７月９日申請） 

<参考>本答申に関連した措置 

総務大臣に対する勧告 
 
（３）土地等の使用に関する協議認可 

答申日等 事案の概要等 

平成１４年７月３０日 

電委第９５号 

H14.6.17 諮問 

H14.7.30 答申 

モバイルインターネットサービス㈱からの申請を受けた、無線 LAN サ

ービスの役務提供のための JR 東日本の土地等の使用に関する協議

認可（平成１４年３月１９日申請） 
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（４）電気通信事業者に対する業務改善命令 

答申日等 事案の概要等 

平成１４年４月１９日

電委第６０号 

H14.4.18 諮問 

H14.4.19 答申 

KDDI㈱に対する、子会社である第二種電気通信事業者を通じた、地

方公共団体に対する届出料金を下回る料金での電気通信役務の提

供についての業務改善命令（平成１４年４月１９日命令） 

平成１６年２月４日 

電委第８号 

H16.1.29 諮問 

H16.2.4 答申 

KDDI㈱に対する、子会社である KCOM㈱を通じた、地方公共団体に

対する届出料金を下回る料金での電気通信役務の提供についての

業務改善命令（平成１６年２月５日命令） 

平成２２年２月４日 

電委第１９号 

H22.1.28 諮問 

H22.2.4 答申 

NTT 西日本に対する、他の電気通信事業者等に関する情報の取扱

いについての業務改善命令（平成２２年２月４日命令） 

 
【放送法関係】 

地上基幹放送の再放送の同意に関する裁定 

答申日等 事案の概要等 

平成２５年６月２６日

電委第５４号 

H25.1.30 諮問 

H25.6.26 答申 

㈱ひのきによる讀賣テレビ放送㈱の地上テレビジョン放送の再放送

の同意に関する裁定 
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Ⅲ 総務大臣に対する勧告 

【電気通信事業法関係】 

発出 概要等 

平成１４年２月２６日 

電委第３２号 

コロケーションのルール改善に向けた勧告 

<参考>本勧告の関連事案 

イー・アクセス㈱による NTT 東日本のコロケーションスペース、電源

及び MDF の利用に関するあっせん申請（合意により解決） 

平成１４年１１月５日 

電委第１１５号 

接続における適正な料金設定が行い得る仕組みの整備の勧告 

<参考>本勧告の関連事案 

平成電電㈱からの申請を受けた、NTT ドコモ等携帯電話事業者に

対する直収発携帯着の利用者料金の設定に関する裁定 

平成１９年１１月２２日 

電委第６９号 

接続料金の算定の在り方など MVNO と MNO との間の円滑な協議に

資する措置の勧告 

<参考>本勧告の関連事案 

日本通信㈱からの申請を受けた、NTT ドコモとの相互接続による

MVNO 事業に関する裁定 

 
（注）実際の紛争は、内容が複雑に絡み合っており、以上の分類は厳密なも

のではない。 
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委
員
一
覧

特
別
委
員
一
覧

委 員 長 中 山 　 隆 夫 弁護士・中央大学大学院法務研究科教授

横浜国立大学大学院国際社会科学研究院准教授

小 野 　 武 美 東京経済大学経営学部教授

東京大学大学院経済学研究科教授

弁護士

委員長代理 荒 川 　 　 薫 明治大学総合数理学部教授

一橋大学大学院商学研究科教授

平 沢 　 郁 子 弁護士

東北大学大学院情報科学研究科教授

上智大学理工学部准教授

山 本 　 和 彦 一橋大学大学院法学研究科教授

学習院大学法学部教授

公認会計士

通信・放送事業者間紛争の解決をサポートする

電気通信紛争処理委員 会が第６期目の活動を開始
委員長に中山委員
（弁護士・中央大学大学院法務研究科教授）が就任

［左］委員会の模様

［右］中山委員長（右）と
荒川委員長代理（左）

電気通信紛争処理
委員会を紹介します

第6期新体制がスタート 12 　電気通信紛争処理委員会は、電気通信分野のサービス
の高度化・多様化が進む中、事業者間の紛争が増大・複雑
化してきたことを踏まえ、平成13年11月30日に設置され
た専門組織です。
　通信・放送事業者間での協定・契約などの協議に関する
紛争解決のお手伝いをしています。

電気通信事業者間の接続に関する紛争、ケーブルテレビ事業者と地上
テレビジョン放送事業者との間の再放送の同意に関する紛争等に対し、
「あっせん」または「仲裁」を実施。

総務大臣が、接続協定に関する協議命令や裁定、再放送の同意に関する
裁定、業務改善命令などの行政処分を行う際、諮問を受け、審議・答申。

あっせん・仲裁や諮問に対する審議・答申に関し、競争ルールの改善等に
ついて意見があれば、総務大臣に対し勧告。

事務局に相談窓口を設け、事業者間の紛争等に関する相談に対応。

　平成28年12月3日に委員5名（任期3年）が任命され、第
6期電気通信紛争処理委員会がスタートしました。
　委員会は、国会の同意を得て総務大臣から任命された、
法律、経済・会計、通信工学の有識者によって構成されてい
ます。また、あっせん手続への参与等のため、総務大臣から
8名の特別委員が任命されています。

電気通信紛争処理委員会の機能

あっせん・仲裁

通信・放送事業者等

申 請

申 請

諮 問

諮 問
答 申

答 申

申立て

総 務 大 臣 電気通信紛争処理委員会

協 議 命 令 、裁 定

あっせん・仲　裁

業務改善命令　等

審 　 議・答 　 申

競争ルールの改善等 勧 告

他事業者等からの
意見申出

法令違反の状況

●電気通信事業者間の
紛争

●ケーブルテレビ事業
者と地上テレビジョ
ン放送事業者との間
の紛争　　　　　等

諮 問 に対 する
審 議  ・ 答 申

勧 　 告

相 　 談

青 柳 　 由 香

大 橋 　 　 弘

矢 入 　 郁 子

荒 井 　 　 耕

近 藤 　 　 夏

加 藤 　 　 寧

若 林 　 和 子

小塚　荘一郎

2017
February 01MIC FOCUS電気通信紛争処理委員会が第６期目の活動を開始

電話受付時間　平日9：30～12：00／13：00～17：00

電気通信紛争処理委員会は
複雑な事業者間の紛争を
解決してきました

相談窓口を
ご活用ください

●通信・放送等事業者向けの相談専用電話

● 通信・放送等事業者向けの相談専用メールアドレス

● 電気通信紛争処理委員会ウェブサイト

34 　電気通信分野などにおける競争の進展に伴い、事
業者間の紛争は複雑化・多様化しています。
　電気通信紛争処理委員会は、専門性を活かした
あっせんや仲裁により紛争の解決に臨んでいます。

　平成13年11月の委員会設立から平
成28年12月末までの紛争処理等の件
数は、左表のとおりです。

　これまでのあっせん案件処理件数68件のうち、専門性を活かしたあっせんにより、
平均して3～4か月で処理し、６割を超える案件が合意により解決しています。

　これまで処理したあっせん案件の
内容は右図のとおりです。
　電気通信紛争処理委員会では、委
員及び特別委員の中から、「あっせん
委員」を指名します。あっせん委員が
当事者の間に入って双方の歩み寄り
を促すことにより、難航した協議の迅
速・公正な解決を図ります。なお、必要
に応じ、あっせん委員が
あっせん案を提示します。

　電気通信紛争処理委員会の事務局では、事業者向けの相談
窓口として、専用の電話、メールアドレスを設け、事業者の間で
の協定・契約等に関する協議が難航した場合等の相談に応じ、
アドバイスや参考情報の提供などを幅広く行っています。
相談は、無料・非公開で行っておりますので、お気軽にご連絡

ください。

1  電気通信設備の接続・共用に関する協定が調わない
とき

2  電気通信設備設置用工作物の共用に関する協定が
調わないとき

3  卸電気通信役務の提供に関する契約が調わないとき
4  電気通信役務の円滑な提供の確保のために締結が
必要な協定・契約の条件等についての協議が調わ
ないとき

5  コンテンツ配信事業等を営むに当たって利用すべき
電気通信役務の提供に関する契約の条件等につい
て協議が調わないとき

6  地上基幹放送の再放送に係る同意に関する協議が
調わないとき

7  混信等の妨害防止のために必要な措置に関する契
約の締結について協議が調わないとき

接続に必要な電気通信設備の設置・保守に関する協
定・契約
接続に必要な土地・建物・管路等の利用に関する協定・
契約
接続に必要な情報の提供に関する協定・契約
電気通信役務の提供に関する契約の締結の取次や料
金回収等の業務委託に関する協定・契約

等

●ご相談は、委員会のあっせんや仲裁手続の利用を前提とするものではありません。協議中のものや、今後の対応
を決めていない案件についてもご相談ください。
●「あっせんの申請が可能な事案かどうか判断がつかない」といった相談や「あっせんの手続（制度概要、申請方法
等）を知りたい」などの問い合わせについても幅広く受け付けています。

●相談者の了解なしに相談内容を相手方事業者に伝えることはありません。

紛争処理等の件数

電気通信事業者 電気通信事業者

基幹放送事業者

他の無線局の免許人等

電気通信事業者 コンテンツ配信事業者等

ケーブルテレビ事業者等

無線局を開設・変更しようとする者

  （平成28年12月31日までの累計）

これまでの実績

あっせんの内容

1

3

2

注1：「合意が成立し解決」は、当事者間の協議により解決した事件16件及びあっせん案の受諾により解決した事件28件の合計。
注2：「不実行」とは、一定の場合（他方当事者があっせんを拒否した場合、相手の社会的信用の低下を目的としていると認められる
　　場合等）に委員会があっせんしないこと。

たとえばこんなときに
ご相談ください

TEL 03-5253-5500  FAX 03-5253-5197

soudan@ml.soumu.go.jp

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hunso/

紛争処理等の種類
あっせん
仲裁

諮問に対する答申
勧告

件

件

件

件

68
3
9
3

件 数

合意が成立し解決(注1)

44件(64.7%)
合意に至らず

（申請取下げ・打切り）
19件(27.9%)

不実行(注2)

5件(7.4%)

接続に係る
費用負担

39件(57.4%)

接続の諾否
5件(7.4%)

接続に必要な
工作物の利用
5件(7.4%)

設備の利用・運用
2件(2.9%)

接続協定の細目
2件(2.9%)

接続に必要な工事
1件(1.5%)

卸電気通信役務の提供
のための契約の細目

5件(7.4%)

契約締結の媒介
その他の業務委託

1件(1.5%)
地上基幹放送の
再放送の同意
8件(11.8%)

VS VS

VS

VS

資料４　総務省広報誌平成２９年２月号抜粋
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資料５ 

 

 

電気通信に関する動向 

１ 電気通信事業の市場動向 

２ 電気通信事業に関する規律 

３ 電波利用の動向 

４ 放送事業の動向 

本編で使用している資料は、総務省情報通信国際戦略局、情報流通行

政局、総合通信基盤局及び電気通信紛争処理委員会事務局で作成した

資料をもとに構成されている。 
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平
成
２
９
年

４
月

電
気

通
信
紛

争
処
理
委

員
会

平
成

２
８

年
度

年
次

報
告

（
概

要
）

本
報
告

書
は
、
電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会
令
に
基
づ
き
、
平
成
２
８
年
度
に
お
け
る

電
気
通
信
紛
争
処
理
委
員
会
の
活
動
状
況
を
総
務
大
臣
に
報
告
す
る
も
の



委
員
会
の
運
営
状
況

１

委
員

及
び
特

別
委

員
の

任
命

状
況

平
成
２
８
年
１
２
月
に
委
員

５
名
を
任
命
（
再
任
５
名
）
。
平
成
２
９
年

３
月
３
１
日
現
在
の
委
員
及
び
特
別
委
員
は
以
下

の
と
お
り
。

【
委
員
（
５
名

）
】

【
特
別
委
員
（
８
名
）
】

氏
名

役
職

等
任

命
日

中
山

隆
夫

（
委

員
長
）

弁
護
士

中
央
大
学
大
学
院
法
務
研
究
科
教
授

（
元
福
岡
高
等
裁
判
所
長
官
）

2
8
.1

2
.3

再
任

荒
川

薫
（
委

員
長
代
理
）

明
治
大
学
教
授

2
8
.1

2
.3

再
任

小
野

武
美

東
京
経
済
大
学
教
授

2
8
.1

2
.3

再
任

平
沢

郁
子

弁
護
士

2
8
.1

2
.3

再
任

山
本

和
彦

一
橋
大
学
大
学
院
教
授

2
8
.1

2
.3

再
任

氏
名

役
職

等
任

命
日

青
柳

由
香

横
浜
国
立
大
学
大
学
院
准
教
授

2
7
.1

1
.3

0
新
任

荒
井

耕
一
橋
大
学
大
学
院
教
授

2
7
.1

1
.3

0
再
任

大
橋

弘
東
京
大
学
大
学
院
教
授

2
7
.1

1
.3

0
新
任

加
藤

寧
東
北
大
学
大
学
院
教
授

2
7
.1

1
.3

0
再
任

小
塚

荘
一
郎

学
習
院
大

学
教
授

2
7
.1

1
.3

0
再
任

近
藤

夏
弁
護
士

2
7
.1

1
.3

0
再
任

矢
入

郁
子

上
智
大
学
准
教
授

2
7
.1

1
.3

0
新
任

若
林

和
子

公
認
会
計
士

2
7
.1

1
.3

0
再
任

委
員

会
の

開
催

状
況

平
成
２
８
年
度
は
、
１
３
回
の
委
員
会
を
開
催
。

第
1
5
9
回

（
2
8
.4

.2
0
～

2
2
）

・
平
成

2
7
年

度
年

次
報

告
の

決
定

第
1
6
0
回

（
2
8
.5

.1
9
～

2
3
）

・
あ
っ
せ
ん
委

員
の

指
名

に
つ
い
て

第
1
6
1
回

（
2
8
.6

.1
）

・
ケ
ー
ブ
ル

テ
レ
ビ
事

業
用

施
設

の
視

察

第
1
6
2
回

（
2
8
.6

.2
9
）

・
政
策
担
当

部
局

か
ら
の

説
明

・
あ
っ
せ
ん
事

案
・
平
成

2
7
年

度
事

業
者

相
談

の
概

要
・
調
査
研
究

（
Ｍ
Ｖ
Ｎ
Ｏ
間

契
約

の
実

態
調

査
等
）
の

説
明

第
1
6
3
回

（
2
8
.8

.3
0
）

・
事
業
者
団

体
及

び
電

気
通

信
事

業
者

か
ら
の
説
明

第
1
6
4
回

（
2
8
.1

0
.2

5
）

・
あ
っ
せ
ん
事

案
に
つ
い
て

第
1
6
5
回

（
2
8
.1

2
.9
）

・
委
員
長

の
選

任
及

び
委

員
長

代
理

の
選

任
に
つ
い
て

・
あ
っ
せ

ん
委

員
及

び
仲

裁
委

員
対

象
者

の
指
定
に
つ
い
て

・
日
本
通

信
株

式
会

社
か

ら
の

接
続

協
議

再
開
命
令

の
申
立
て
に

係
る
総

務
大

臣
か

ら
の

諮
問

に
つ
い
て

・
あ
っ
せ

ん
事

案
に
つ
い
て

･あ
っ
せ

ん
申

請
の

受
理

に
つ
い
て

第
1
6
6
回

（
2
8
.1

2
.1

4
～

1
5
）

･日
本
通
信
株

式
会

社
か

ら
の

接
続

協
議

再
開

命
令

の
申

立
て
に

係
る
総
務
大
臣

か
ら
の

諮
問

に
関

す
る
手

続
に
つ
い
て

･あ
っ
せ
ん
申
請

の
取

扱
い
に
つ
い
て

第
1
6
7
回

（
2
8
.1

2
.2

7
）

･日
本
通
信
株
式

会
社

か
ら
の

接
続

協
議

再
開

命
令

の
申

立
て
に

係
る
総
務
大

臣
か

ら
の

諮
問

に
関

す
る
審

議
に
つ
い
て

第
1
6
8
回

（
2
9
.1

.1
3
～

2
0
）

･日
本
通
信
株
式

会
社

か
ら
の

接
続

協
議

再
開

命
令

の
申

立
て
に

係
る
総
務
大

臣
か

ら
の

諮
問

に
関

す
る
審

議
に
つ
い
て

第
1
6
9
回

（
2
9
.1

.2
7
）

･日
本
通
信
株
式

会
社

か
ら
の

接
続

協
議

再
開

命
令

の
申

立
て
に

係
る
総
務
大

臣
か

ら
の

諮
問

に
関

す
る
審

議
に
つ
い
て
（
答

申
）

第
1
7
0
回

（
2
9
.2

.2
3
）

・
M

V
N

O
の
競
争

環
境

に
関

す
る
ル

ー
ル

の
最

近
の

見
直

し
に
つ

い
て

・
あ
っ
せ
ん
終
了

案
件

の
公

表
・
あ
っ
せ
ん
案
件

の
ケ
ー
ス
ス
タ
デ
ィ

第
1
7
1
回

（
2
9
.3

.2
8
）

・
あ
っ
せ
ん
終
了

案
件

の
公

表
に
つ
い
て

・
平
成
２
８
年
度

年
次

報
告

案
に
つ
い
て

・
電
気
通
信
紛

争
処

理
マ
ニ
ュ
ア
ル

の
改

訂
に
つ
い
て



２

【
①
の
あ
っ
せ

ん
案
（
主
な
内
容
）
】

･
B
社
は
、
あ
っ
せ
ん
手
続

中
の
当
事
者
間
協
議
に
お
い
て
合
意
し
た
価
格
に
て
、

A
社
に
対
し
、
卸
電
気
通
信
役
務

の
提
供
を
行
う
。

・
卸
提
供
価
格
の
変
更
を
行
う
場
合
の
通
知
期
限
等
に
関
す
る
覚
書
を
締
結
す
る
。

【
②
の
合
意
事
項
の
概
要
】

･
あ
っ
せ
ん
手
続
と
並
行

し
て
誠
実
に
協
議
を
重
ね
、
和
解
金
を
Ｂ
社
が
Ａ
社
に
支
払
う
こ
と
に
合
意
し
た
。

注
1
：
「
合
意
が
成
立
し
解
決
」
は
、
当
事
者
間
の
協
議
に
よ
り
解
決
し
た
事
件

1
6
件
及
び
あ
っ
せ
ん
案
の
受
諾
に
よ
り
解
決
し
た
事
件

2
8
件
の
合
計
。

注
2
：
「
不
実
行
」
と
は
、
一
定
の
場
合
（
他
方
当
事
者
が
あ
っ
せ
ん
を
拒
否
し
た
場
合
、
相
手
の
社
会
的
信
用
の
低
下
を
目
的
と
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
等
）
に
委
員
会
が
あ
っ
せ
ん
し
な
い
こ
と
。

紛
争
処
理
の
状
況
①

【
申
請

の
概
要
】

Ａ
社
が
、
Ｂ
社
と
の
間
の
①
新
た
な
卸
電
気
通
信
役
務
の
提
供
に
係
る
契
約
の
締
結
及
び
②
現
行

契
約
手
数
料
の
差
額
の
補
填
を
求
め
る
も
の
。

【
主
な
経
緯
】

2
8
. 
 4

.
2
5

Ａ
社

か
ら
、
あ

っ
せ

ん
の
申
請
。

2
8
. 

5
. 
 2

4
Ｂ

社
か
ら
、
答
弁
書
の
提
出
。

2
8
. 

6
. 
 1

0
あ

っ
せ
ん
委
員
に
よ
る
両
当
事
者
か
ら
の

意
見
聴

取
。

2
8
. 
 9

. 
 1

5
あ

っ
せ
ん
委
員
に
よ
る
両
当
事
者
か
ら
の

意
見
聴

取
。
①
に

つ
い

て
の

あ
っ
せ

ん
案
の
提

示
。

②
の

解
決
の
方
向
性
の
確
認
。

2
8
. 

9
. 
 2

3
①

に
つ
い
て
、
あ
っ
せ
ん
案
受
諾
に
よ
る

合
意
が

成
立
。

2
8
. 
 1

1
. 

1
8

あ
っ

せ
ん
委
員
の
見
解
等
を
書
面
に
よ
り

伝
達
。

2
8
. 

1
2
. 
 2

8
②

に
つ

い
て
、
当
事
者
間
に
お
い
て
合
意

が
成
立

。

（
参
考
）
こ
れ

ま
で
の
あ
っ
せ
ん
の
処
理
結
果

あ
っ
せ

ん
の

処
理

・
平
成
２
８
年

度
に
委
員
会
が
受
け
付
け
た
あ
っ
せ
ん
の
申
請
は
２
件
。

・
そ
の
う
ち
、
あ
っ
せ
ん
に
よ
り
解
決
し
た
事
案
は
１
件
（
事
案
の
概
要
は
以
下
の
と
お
り
）
。
残
る
１
件
は

、
あ
っ
せ
ん
不
実
行
。

合
意

が
成
立
し
解
決

（
注

1）
44

件
（
64

.7
％
）

合
意

に
至

ら
ず
（
申
請
取
下
げ
・
打

切
り
）

19
件

（
27

.9
％

）

不
実

行
(注

2）
5件

（
7.

4％
）



３
紛
争
処
理
の
状
況
②

【
主
な
経
緯
及
び
概
要
】

○
平

成
２
８
年
９
月
２
９
日
、
電
気
通
信
事
業
法
第
３
５
条
第

１
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
株
式
会
社
（
以
下
「
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
」
と
い
う
。
）
と
の
電
気
通
信
設

備
の
接
続
に
関
し
て
、
日
本
通
信
株
式
会
社
（
以
下
「
日
本
通
信
」
と
い
う
。
）
か
ら
総
務
大
臣
に
協
議
再
開
命
令
の
申

立
て
が
あ
っ
た
。

○
総
務
大
臣
は
、
１
１
月
３
０
日
に
聴
聞
手
続
を
行
っ
た
上
で
、
１
２
月
８
日

、
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
に
対
し
て
協
議
再
開
を
命
ず
る
こ
と
に
つ
い
て
当
委
員
会
に
諮
問
し
た
。

○
当
委
員
会
は
、
５
回

に
わ
た
り
委
員
会
を
開
催
し
、
平
成
２
９
年
１
月
２
７
日
、
総
務
大
臣
に
対
し
て
同
命
令
を
相
当
と
す
る
答
申
を
行
っ
た
。

○
そ
の
後
協

議
が
加
速
し
、
１
月

３
１
日

、
当
事
者
間

に
お
い
て
接
続
協
定
が
合
意
に
至
り
、
同
日
、
協
議
再

開
命
令
の
申
立
て
が
取
下

げ
ら
れ
た
た
め
、
２
月

１
日

、

総
務
大
臣
は
協
議
再
開
命

令
を
行
わ
な
い
こ
と
と
し
た
。

審
議

・
答

申

・
平
成
２
８
年

度
中
、
総
務
大
臣
か
ら
の
接
続
協
議
再
開
命
令
の
申
立
て
に
係
る
諮
問
１
件
に
つ
い
て
審
議
を
行
い
、
総
務
大
臣
へ
の
答
申
を
行
っ
た
。

合
意

に
至

ら
ず
（
申
請
取
下
げ
・
打

切
り
）

19
件

（
27

.9
％

）

【
答
申
に
お
け
る
委
員
会
の

判
断
の
主
な
内
容
】


Ｓ
ＩＭ

力
一
ド
の
提
供
を
求
め
る
行
為
は
、
そ
の
提
供
が
必
須
な
も
の
な
の
で
あ
る
か
ら
、
接
続
の
請
求
の
一
環
を
な
す
も
の
と
認
め
ら
れ

る
。


「
日
本
通
信
が
求
め
て
い
る
接
続
に
は
応
じ
て
お
り
、
接
続
を
拒
否
し
た
事
実
は
な
い
」
、
「
Ｓ
ＩＭ

力
一
ド
は
電
気
通
信
設
備
及
び
電
気
通
信
回
線
設
備
に
該
当
し

な
い
」
と
の
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
の
主
張
に
は
理
由
が
な
い
。


（
ソ
フ
ト
バ
ン
ク
が
本
件
接
続
を
拒
否
で
き
る
）
電
気
通

信
事
業
法
第
３
２
条
各
号
該
当
事
由
は
い
ず
れ
も
認
め
ら
れ
な
い
。

（
参
考
）
日
本
通
信
が
求
め
る
接
続
の
概
要

日
本
通
信
が
求
め
る
接
続
は
、
赤
太
線
と
緑
太
線
の
通
信
。
こ
れ
に
対
し
、
ソ
フ
ト
バ

ン
ク
は
緑
太
線
の
通
信
の
み

許
容
と
日
本
通
信
に
回
答
。



7
10

26

36

22

0510152025303540

24
年
度

25
年

度
26

年
度

27
年
度

28
年
度

相
談

件
数

の
推

移

紛
争
処
理
の
状
況
③

４

相
談

対
応

事
業
者
等
相
談
窓
口
に
お
い
て
、
２
２
件
の
相
談
及
び
問

合
せ
を
受
け
付
け
、
対
応
。

相
談

対
応
結

果
件

数

あ
っ

せ
ん
の

申
請
が

あ
っ
た

２
件

事
業

者
間
協

議
等
が

進
捗
し
解

決
し

た
０
件

事
業

者
間
協

議
を
継

続
す
る
こ

と
と

な
っ

た
１
０
件

事
業

者
の
判

断
に
よ

り
、
協
議

の
継

続
等

を
行
わ
な
い
こ
と
と
し
た

０
件

そ
の

他
１
０
件

（
件

数
）

1
1
件

1
件

3
件

3
件1
件

3
件

相
談

内
容

別
内

訳
（
２
８
年

度
）

電
気

通
信
事
業
に

関
す
る
相
談 計

1
8
件

地
上
基
幹
放
送
の

再
放
送
に
関
す
る
同
意

放
送

事
業

に
関

す
る
相
談

1
件

そ
の

他

土
地
等
の
利
用

卸
電
気
通
信

役
務
の
提
供

そ
の
他
電
気
通
信

に
係
る
契
約

接
続
の
諾
否



周
知

広
報

委
員
会
の
そ
の
他
の
活
動
状
況
等

５

政
策
担
当
部
局
及
び
事
業

者
団
体
等
か
ら
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
を
実
施
。

施
策

時
期

内
容

講
演

会
等

で
の

業
務

説
明

2
8
年

5
月

～
2
8
年

1
1
月

全
国

5
か

所
（
東

京
都

2
か

所
、
福

岡
市

、
広

島
市

、
富

山
市

）
で
、
委

員
会

の
概

要
、
あ
っ
せ

ん
の

手
続

、
事

業
者

等
相

談
窓

口
等

に
つ
い
て
説
明

。

委
員

会
パ

ン
フ
レ
ッ
ト
の

配
付

2
8
年

5
月

情
報

通
信

月
間

に
合

わ
せ
て
開
催

さ
れ

る
総
合

通
信
局

等
主
催

の
行
事
等
で
配
布
。

総
務

省
広

報
誌

掲
載

2
9
年

2
月
号

委
員

改
選

に
伴

う
電

気
通
信

紛
争
処

理
委
員

会
第

6
期

目
の
活

動
開
始
等
を
説
明
。

政
策

担
当

部
局

か
ら
の

ヒ
ア
リ
ン
グ
等

委
員
会
の
認
知
度
及
び
利

便
性
向
上
の
た
め
の
取
組
を
実
施
。

会
合

・
日
付

説
明

者
議

題

第
1
6
1
回

（
2
8
.6

.1
）

(
株

)
ジ

ュ
ピ
タ
ー
テ
レ
コ
ム

・
ケ

ー
ブ
ル

テ
レ
ビ

事
業
用
施

設
の

視
察

第
1
6
2
回

（
2
8
.6

.2
9
）

電
気

通
信
紛
争
処
理
委
員
会
事
務
局

・
Ｍ

Ｖ
Ｎ
Ｏ

の
事
業

者
間
契
約

に
係

る
実

態
等
調

査
の
概
要
に
つ
い
て

総
合

通
信
基
盤
局

・
ス

マ
ー
ト

フ
ォ
ン

の
料
金
低

廉
化

に
つ

い
て

第
1
6
3
回

（
2
8
.8

.3
0
）

(
一

社
)電

気
通
信
事
業
者
協
会

・
一

般
社
団

法
人
電

気
通
信
事

業
者

協
会

に
つ
い

て

東
日

本
電
信
電
話
(
株
)

・
Ｎ

Ｔ
Ｔ
東

日
本
の

今
後
の
展

望
に

つ
い

て

(
株

)
Ｎ

Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ

・
ド

コ
モ
の

事
業
概

要
と
取
組

み
に

つ
い

て

Ｋ
Ｄ

Ｄ
Ｉ
(
株
)

・
Ｋ

Ｄ
Ｄ
Ｉ

事
業
の

今
後
の
展

望
と

事
業

者
間
協

議
の
状
況
に
つ
い
て

ソ
フ

ト
バ
ン
ク
(株

)
・

固
定

通
信

事
業
に

お
け
る
今

後
の

展
望

と
課
題

及
び
事
業
者
間
協
議
の
状
況
等
に
つ
い
て
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